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　本稿では，女性のエンパワーメント概念の提起の社会的背景や，政策的動向，社会教育研究にお
ける位置づけ等を確認した上で，女性の学習をめぐる社会教育研究を批判的に検討した。
　女性のエンパワーメント概念は，その成り立ちと経過をたどると，個々の女性たちが主体形成す
るとともに，連帯して社会に参画することを意味していることが確認できる。女性のエンパワーメ
ントの目標はあらゆる分野において広がり，教育や学習の役割が重視される一方，社会教育研究で
は，1980年代以降の狭義の「女性問題学習」を前提とした学習論の展開，および1990年代以降の男
女共同参画政策への転換による混乱によって，現在の多様な女性の学習実践を包括的に捉えるため
の議論が不足していることを指摘した。
　後半ではこの課題に対し，「参加としての学習」の学習論や，女性の学習の重要な要素であり得る
「感情（非認知的能力）」概念を参照し，女性の学習研究にどのように応用できるかを探った。
キーワード：女性のエンパワーメント，女性問題学習，女性の学習，インフォーマル学習，参加とし
ての学習
1．はじめに　課題設定
　本稿では，女性のエンパワーメントの概念が提起された社会的背景や政策的動向，社会教育研究
における位置づけ等を確認した上で，女性の学習をめぐる社会教育研究を批判的に検討し，女性の
学習を焦点とした社会教育研究の可能性について考察する。
　日本社会教育学会では，1982年に年報『婦人問題と社会教育』（日本社会教育学会編1982），2001
年に年報『ジェンダーと社会教育』（日本社会教育学会編2001）を，それぞれ2年間にわたる学会の「宿
題研究」を経て刊行し，社会教育における「婦人問題学習」や「女性問題学習」の展開について，様々
な視角から議論している。これらの年報も含め，社会教育研究における女性の学習研究は，2000年
半ば頃までに集中している。様々な分野において，ジェンダー格差に向けた課題は多く残されてお
り，また，女性関連施設等では女性たちが学び，地域では多様な社会的課題の解決に向けた女性た
ちの活動が行われているが，近年の社会教育研究では，ジェンダーに焦点をあてた学習研究や方法
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論等についての議論が少なくなっている。
　上述の年報『ジェンダーと社会教育』の序章では，「日本社会教育学会における『ジェンダー』視点
に連なる研究は，長い間『婦人教育』，『婦人問題学習』，『女性問題学習』という用語を問題把握の基
軸とし，そして実践分析の鍵概念として蓄積されてきた」（矢口 2001：10）と整理されている。1999
年の男女共同参画社会基本法の施行から20年近い年月を経て，社会教育研究として，この「問題把
握の基軸」の延長線上にある女性の学習をどのように捉え得るかについての議論はほとんどなされ
ていない。
　このような問題意識をもとに，本稿では，女性のエンパワーメント概念に着目し，女性のエンパ
ワーメントのための学びが，社会教育研究のなかでどのように議論されてきたかを整理するととも
に，女性政策・男女共同参画政策の変遷をたどる。女性のエンパワーメント概念に着目するのは，
次項以降で確認するように，女性のエンパワーメントはジェンダー格差是正や持続可能な社会づく
りにとって，近年さらに重要な概念となっているとともに，エンパワーメントのためには学習が不
可欠な要素であると考えるためである。
　男女共同参画に関連する政策や社会の動向，および学習論は，いずれも大きく変化している。「女
性問題学習」研究の成果と課題を踏まえた上で，後半では，これらの大きな変化に即し，新たなフェー
ズにおいて女性の学習を焦点とした社会教育研究を進めていくための課題と可能性を探る。
2．女性のエンパワーメント概念にかかわる社会的・政策的背景
2-1　女性のエンパワーメント概念と提起の経緯
　エンパワーメントの概念は，欧米フェミニズムの動きにともない，1970年代から女性と開発，平等，
権利等の文脈において用いられるようになり，1980年代以降はさらに広がりをもって議論されるよ
うになった（Cornwall 2016）。開発・援助プログラムのアプローチは，1970年代の WID（Women 
in Development）から，1980年代には GAD（Gender and Development）へと移行し，女性を開発過
程に統合するだけではなく，貧困やジェンダー格差を解消するために女性たち自身がエンパワーメ
ントし，開発のあり方を決定していくことが目指された（織田 1995；矢澤 2016）。そして1995年に
北京にて開催された第4回世界女性会議では，「北京宣言」および「北京行動綱領」が採択され，あら
ゆる女性のエンパワーメントが明確な目的として示された。「女性のエンパワーメント（力をつけ
ること）に関するアジェンダ（予定表）」とされるこの北京行動綱領におけるエンパワーメントの定
義について，矢澤澄子は，「行動綱領にいう『パワー』とは，他者を支配する力や強制力ではない。
それは，一人ひとりの個人が生きていくための力（潜在能力），そして意思決定等に参加できる力（参
画力）を意味する。行動綱領に明記されたのは，平和で公正なジェンダー平等の世界を創るために，
女性たち自身のエンパワーメント（力をつける，力を回復すること）が不可欠であり，その基盤とな
る女性の基本的人権は，普遍的で不可分な人権であるという考えであった」（矢澤 2016：7）と説明
している。
　村松安子は，エンパワーメントの概念が，開発政策と女性の関連が世界的関心事となった1975年
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以降，第三世界の女性たちから提起されるようになったことを踏まえ，その概念を「『法の下での平
等』が，間接的に平等を得ようとする方法であるとすれば，エンパワーメントは，草の根の女たちが
“ 力をつけて ” 連帯して行動することによって，自分たちで自分たちの状態・地位を変えていこうと
する，きわめて行動的で自立的な考え方である」（村松 1995：12）と説明している。さらに，「エン
パワーメント・アプローチ」について，「たんなる女性の地位の改善を超えて，新しい社会・世界を
構築するうえでの女性の役割に注目するもの」（p.13）と位置づけた上で，北京会議を前に，以下のよ
うに述べている。
　 　エンパワーメント・アプローチは，トップダウン方式の限界をみきわめ，女性組織の継続的・組
織的なボトムアップの運動の重要性を強調する。何よりの特徴は，自助・自立（self-reliance）を通
して女たちが力をつけることであり，そのためにはまず女たちが自らのおかれた状況，それに至
らしめた構造を自覚し，女性自身のなかから変化への必然性がわき出ることが求められる。した
がって，当然のことながら，ジェンダー・プランニングという観点からするとき，このアプローチ
は，参加型を前提とする。第4回世界女性会議のための「行動綱領案」でも，あらゆるレベルでの
女性の政策・方針決定過程への参画を強調しているゆえんである。（p.14）
　このように，女性のエンパワーメントは，その概念の成り立ちと経過をたどると，個々の女性た
ちが生きるための力をつけるとともに，連帯して社会に参画することを意味しているのがわかる。
さらに，国際的な女性運動の過程で，多様な立場の女性の経験や，女性たちの意思決定過程への参
画の重要性が込められるようになっている。
　近年では，国連にて2001年に策定された「ミレニアム開発目標」（MDGs）および2015年に採択さ
れた「持続可能な開発のための2030アジェンダ」における「持続可能な開発目標」（SDGs）に位置づ
けられるように，女性のエンパワーメントとジェンダー平等は，女性の権利として目指されるだけ
でなく，持続可能な国際社会を築いていくために不可欠な目標となっている1。そして MDGs が開
発途上国のための目標であったのに対し，SDGs は先進国が自らの国内で取り組む課題を含む，す
べての国に適用される普遍的な目標となったことも特徴的である。また，国連と企業の自主的な盟
約の枠組である国連グローバル・コンパクトと UN Women2が，2010年に「女性のエンパワーメン
ト原則（WEPs）」を共同で作成し，企業による活用を推進する等，企業経営やビジネス活動の核とし
ても，女性のエンパワーメントが推進されている3。経済社会の変化にともない，国際的には，女性
のエンパワーメントの目標が，あらゆる分野において広がっていることがわかる。
2-2　女性のエンパワーメント概念と教育
　社会教育の分野では，北京行動綱領採択の2年後の1997年7月に採択された第5回ユネスコ国際
成人教育会議における「成人学習に関するハンブルグ宣言」に，以下のような「女性の統合とエンパ
ワーメント」の項（第13項）が含まれている。
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　 　Women’sintegrationandempowerment. Women have a right to equal opportunities; society, 
in turn, depends on their full contribution in all fields of work and aspects of life. Youth and 
adult learning policies should be responsive to local cultures and give priority to expanding 
educational opportunities for all women, while respecting their diversity and eliminating 
prejudices and stereotypes that both limit their access to youth and adult education and 
restrict the benefits they derive from them. Any attempts to restrict women’s right to literacy, 
education and training should be considered unacceptable. Practices and measures must be 
taken to remedy them. （5th International Conference on Adult Education; Hamburg, Germany; 
1997: Final Report）4
　ここでは，女性の多様性を尊重し，偏見や差別を解消しつつ教育機会を拡充し，成人学習分野に
おける女性の統合を進めていく必要性が述べられている。
　先に述べた北京行動綱領，SDGs，WEPs のいずれにおいても，女性のエンパワーメントの目標
に向けて，教育が重要課題の1つとして位置づけられている。北京行動綱領では，教育について「女
性は，若いときに習得したものにとどまらず，その後も継続して知識及び技術を習得することから
恩恵を得られるべきである。このような生涯学習の概念には，フォーマル教育及び訓練において得
る知識及び技術とともに，ボランティア活動，無償労働及び伝統的な知識などのインフォーマルな
方法で行われる学習が含まれる」（第Ⅳ章 戦略的目標及び行動　B 女性の教育と訓練73）と示して
いる5。SDGs では，17の目標のうち，目標4を教育（すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教
育を提供し，生涯学習の機会を促進する），目標5をジェンダー（ジェンダーの平等を達成し，すべ
ての女性と女児のエンパワーメントを図る）と定めている6。また，WEPs では，7原則のうち第4
原則を「教育と研修（Promote education, training and professional development for women）」とし，
ビジネス分野における教育や研修，ネットワークやメンタリングの機会提供を推進することを提示
している7。これらの目標項目を見ると，あらゆる分野における女性のエンパワーメントを進める
ためには，教育が不可分であること，またその教育は，学校教育にとどまらず，ノンフォーマル，イ
ンフォーマルを含めた生涯を通した教育を推進することを重視していることが確認できる。
3．社会教育研究における女性の学習
3-1　女性のエンパワーメントと社会教育研究
　前節では，女性のエンパワーメント概念の提起の経緯および教育との関連を1970年代以降の国際
的な動きをもとに整理した。本節では，これらを前提とし，日本の社会教育研究において女性のエ
ンパワーメントがどのように捉えられてきたかを考察する。
　女性のエンパワーメントが重要な柱となった第4回世界女性会議では，政府間会議と並行して開
催された NGO フォーラムに，日本からも約6,000人が参加した8。当時，1975年の国際婦人以降の
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国際的な動きは，国内で「女性問題学習」や女性学を学ぶ女性たち，あるいは女性解放運動にかかわ
る女性たちにも大きな影響をもたらしていた（野々村1997）。野々村恵子・中藤洋子（1997）は，社会
教育の実践にかかわる女性たちの学習と学習をもとにした活動の経験をまとめた著書のなかで，第
4回世界女性会議で提起された女性のエンパワーメントについて，以下のように述べている。
　 　私たち編者は，これまでの自治体の社会教育にかかわって，社会教育における「学び」は一人ひ
とりが自分の問題に気づき，人とつながって豊かな人間関係を築きながら，自分の生き方を変え，
問題を乗り越える力をつけていく過程であると考えてきた。エンパワーメントの概念を得て，ま
さにこれは社会教育の中で女性たちが行ってきた営みそのものであり，こうした学習と実践に
よってエンパワーメントは可能になると確信を深めるようになった。（p.3）
　つまり，社会教育における女性たちの学びと，学びをもとにした活動の実践が，国際的な動きの
中で提起された女性のエンパワーメントの概念に直接的に結びつくと捉えていると考えられる。
　一方，日本の社会教育における女性の学習と，国際的な動きの中で捉える女性のエンパワーメン
トとの隔たりを指摘する論考も見られる。例えば，金井淑子は，ユネスコの生涯学習推進の文脈に
日本の社会教育の展開を照らし合わせた上で，「『女性問題学習』という一つの学習モデル」（金井 
1999：2）および当時の女性の教育や学習に対し，主に2点の疑問を呈している。1点目は，「それま
で『女性問題学習』がジェンダー概念に先行して『性別役割分業の克服』や『女性の自立』のテーマの
中で追求してきた課題とほぼ重ね合わせてそれと同義にジェンダーがうけとめられて」（p.2）いるこ
と，2点目は，ジェンダーの視点を欠いた生涯学習やボランティア活動の推進が「地域の嫁」を産出
し，「女性たちの学習意欲や社会参画への熱意が，思いとは逆に，否定すべきシステムを新たな形で
補完再生産していくことになりかねない」（p.8）ことに対する懸念である。そして，北京行動綱領を
踏まえた「エンパワーメント」を「『問題解決能力をつけること』や『自己決定力をつける』といった
含意において『力をつけること』とすべき」（p.5）と位置づける。つまり，当時の女性の学習が「女性
がパターナリズム的支配から自立し自助・自己決定の主体へ，当事者としてのエンパワーメントを
第一義的とする教育／学習」（p.7）とは必ずしも同じ方向性に向かっていないと捉えていると考えら
れる。
　このように，国際的な動きに即した女性のエンパワーメント概念と日本の社会教育における女性
の学習の関係性については，様々な捉え方がある9。これらは，見解の違いというだけでなく，多様
に展開される女性たちの学習のどれをもって「女性の学習」としているのかによっても異なってい
ると考えられる。そこで次項では，社会教育における女性の学習について多くの議論がなされた
2000年代半ばまでの「女性問題学習」に焦点をあて，先行研究の議論を検討する。
3-2　「女性問題学習」研究と批判の論点
　日本社会における女性の学習は，先述のような国際的な動向の影響を受ける一方，独自の実践と
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研究を積み重ねている。ここでは，1980年代以降，それまでの「婦人問題学習」に代わって女性の社
会教育活動の主流となった「女性問題学習」とそれにかかわる議論に着目し，女性のエンパワーメン
ト概念との関係性を検討する。
　志熊敦子（1997）は，1975年の国際婦人年を契機とし，一般に「婦人」を「女性」に言い換える傾向
が強まったとしている。矢口悦子（2001）によれば，この言い換えの動きのなかで，「女性問題学習」
という用語は，1980年代後半に「婦人問題学習」に代わるものとして登場した。当時の国立市公民
館職員であった伊藤雅子は，「女性問題学習」を「女自身が主体となって女性差別を克服・解決して
いく力量を養うことをめざす視点に立った学習」（伊藤 1993：19）と位置づけている。同様に木村涼
子は，「女性問題学習」において欠かせない視点である主体形成は，「女性に対する差別や抑圧と闘い，
女性のおかれた現状を打破する主体を形成することを意味する」（木村 2000：36）としている。
　また，村田晶子（1988，2006）は，「女性問題学習」という表現を「主体を表すことばとしての『女』『女
性』が意味すること，すなわち女性問題認識の転換を表すための明確な表明」（村田 2006：26）とする。
村田によれば，女性問題の学習講座の実施を重ねてきた国立市公民館10では，「女性問題学習」を次
のように規定している。「1女性問題を性差別・人権侵害の問題ととらえる。2『婦人教育』を女性問
題解決のための学習ととらえて事業を行う。3自他の人格を尊重し，対等な関係をむすび，互いの
成長を支え合いながら生きていく人間的力量を養うための学習ととらえる」（村田 2006：26）。村田
はこの規定について，「ここでは，女性問題を，人権侵害（公権力によつ人権の侵害），性差別，性別
役割分業の問題としてとらえていること，その克服を人格形成，人間性の回復の問題としてとらえ
ていること，その視点において社会教育，公民館学習における『女性問題学習』として大変重要であ
り，かつ基本的な定義である」とし，また，「『ジェンダー』や『男女共同参画』といった表現が使われ
ていない」ことについて，「性差別を見えにくくし，問題を曖昧にしていくそれらのことばへの拒否
の意志を明確に読み取ることができよう」（p.26）と高く評価する。村田はまた，「実質的に日本にお
ける女性学研究元年」（江原 1990：8）である1978年以降広がった女性学研究，女性学教育・学習に
ついても，「女性問題認識の転換を不明確なままにする概念」（村田 2006：28）である女性行政と親
和的であり，依拠する学習観が「近代の学校教育モデルを脱していない」（p.29）ことから否定的に捉
えている。
　これらの村田による学習に対する評価，考え方は，先の金井らが，女性の学習を女性のエンパワー
メントの国際的な動向と並行して捉える立場とは，少なくとも2点において，明らかに異なってい
ることが読み取れる。1点目は，ジェンダーの視点についての見方である。つまり，金井は女性の
学習がジェンダーの視点に立つことの重要性を指摘しているのに対して，村田は「『ジェンダー』概
念が，今日，女性差別，人権侵害としての女性問題を不鮮明にする役割を果たし，主に女性行政から
発せられている」（村田 2006：23）として，ことばの使用も避けている。2点目に，金井や野々村・中
藤が，学習を活動の実践と結びつきの強いものであることを前提とし，問題解決能力や自己決定力
といった活動の実践に必要な力量形成を重視するのに対して，村田が評価する「人格形成，人間性
の回復の問題」は，「共同学習」「話し合い学習」という集団的な学習方法をとりながらも，個人的，
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心理的な成果を指向していることである。
　「女性問題学習」にかかわる社会教育研究については，これまでにも複数の研究者から批判がなさ
れている。これらの論点は，主に以下の4点に分けられよう。第1に，高橋満が「学習する主体の社会・
経済的定在は意識化されることなく教室での学びをめぐり実践と理論構築が重ねられてきた」（高
橋 2005：11）と指摘するように，教室での学習と活動実践を結びつける学びと理論には関心が払わ
れなかったことである（千葉 1996，高橋 2005）。これについて村田は，「社会教育実践を描き出す
ことにおいて女性問題学習の『外』なる社会的な諸関係をとらえる眼差しを欠いているとは考えて
いない」（村田 2006：33）と反論しながらも，「次への課題としたい」（p.34），「実践研究としては改
めて取り組みたい」（p.98）というに留まっている。
　第2に，研究の焦点となる学習主体および取り上げるテーマについてである。つまり，学習主体
が中産階級の専業主婦に限られていること，またジェンダー格差の重要な側面である労働について
ほとんど課題としていないことが指摘されている（廣森 2001，野依 2009，朴木 2010）。この点につ
いて村田は，「なぜ『都市』や『家庭婦人』であったことが，問題視されなくてはならないのだろうか。
これらは，大状況の変革に意味のない，社会教育の対象でないという認識が前提にされてはいない
だろうか。また，こうした指摘がなされても，依然そこで実現した学習の構造についての解明はな
されておらず，課題のままである」（村田 2005：33）と反論している。
　第3に，社会教育職員が学習者の一員であるかのようなあいまいな捉え方がなされており，学習
の主体である主婦に対し，その学習にかかわる社会教育職員の役割や専門性が不明確なことである
（槇石 2005）。学習の場において，女性という立場を学習者と共有しながらも，社会教育職員や研究
者は，支援者／学習者の関係性やパワーの問題がどのように存在しているかについて自覚的でなけ
ればならない。
　第4に，女性学・ジェンダー研究から知識を得ることを拒絶する姿勢に対する批判である（朴木 
1996）。この点について村田は，「学習者にとって外在的な学習課題設定ではたして学習者の意識変
革，社会の形成主体を育てる学習は可能であろうか」，「女性学研究が，真に女性のため，市民のた
めの糧になり得たという検証は済んでいるのだろうか」，また，知識を得ることは個人的であり，「社
会教育や公民館で追究される女性問題学習は『個』的な学びではなく，共同で行われ，社会を規定す
る価値観を共同で問い，創りかえていくこと」（2006：29-30）と，改めて強固に線を引き，反論してい
る。この点は，「社会教育における『婦人問題学習』からの発展としての『女性問題学習』と，女性学
の学習という意味でも使われるようになった『女性問題学習』とが同じ言葉でありながら意味する
ところに若干の違いを残しつつ今日に至っている」（矢口 2001：11）という「女性問題学習」に対す
る理解の違いを示している。
　これらの批判はいずれも妥当である一方，国立市公民館の実践を中心とした少数の学習実践の
ケースを社会教育研究が対象とする実践と捉え，女性による学習を広く包括して捉えてこなかった
こと自体に問題があるのではないだろうか。狭く捉えた学習実践が，教室の中だけでの実践や，主
婦に限られた学習主体であること，労働等の分野の多様性を持ち合わせていないことはいわば当然
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である。社会教育研究が概念として共有する狭義の「女性問題学習」の枠の中で議論を繰り返すこ
とに大きな意義は見出せない。女性の学習のもっと多様な主体，多様なテーマを女性の学習研究の
議論の範囲とし，それら全体をジェンダーの視点から批判的に検討していくことが必要であろう。
　前項で見たように，国際的な女性のエンパワーメントの概念に影響を受け，共感した女性たちの
学びは，団体・グループによる様々な活動実践に結びついており，活動分野も多様であったはずで
ある。このような女性の学習と活動の実践を含めた包括的な女性の学習研究が，社会教育研究とし
て十分に行なわれてこなかったことを課題とするべきであろう。女性の学習をもっと広義に捉えて
様々な検討を行うことをしなければ，社会教育研究自体がジェンダーの視点や学際的視点の乏しい
ものになりかねない。
3-3　女性施策から男女共同参画施策への転換にともなう女性の学習研究の混乱
　冒頭で述べたように，社会教育研究における女性の学習研究が2000年半ば頃までに集中し，その
後の議論が乏しくなった要因としては，女性政策から男女共同参画施策への転換という社会的背景
がある。日本国内では，1999年に男女共同参画社会基本法が施行されることにより，女性の学習や
女性にかかわる政策は，新たなフェーズに入ることになった。2001年には，中央省庁等改革におけ
る内閣機能強化の一環として内閣府が設置され，内閣府に男女共同参画会議と男女共同参画局が置
かれた。男女共同参画局は，男女共同参画会議の事務局としての機能も担いつつ，男女共同参画社
会の形成の促進に関する事項についての企画立案，総合調整を行うほか，男女共同参画社会基本法
及び男女共同参画基本計画に基づき施策を推進する役割を持った。この動きに伴い，各自治体には，
男女共同参画や女性政策を所管する担当が首長部局に置かれるようになった。この前後に全国の自
治体に設置された男女共同参画センターの所管もほとんどが首長部局となり，女性の学習にかかわ
る事業も，教育委員会（社会教育行政）から首長部局に移管された。
　この時期の学習研究の中では，これらの大きな政策上の変化をともなう動きは，学習・活動実践
を行う女性たちや研究者に少なからず不安や混乱を与えるものとして示されている。これらの不安
や混乱は，1つには，「自治体における論理は，『婦人教育』を含め女性のことは女性行政で，さらに
は男女共同参画の時代だから女性だけの学習は不要というもの」（中藤2005：163），「『男女共同参画』
なのだから，もう女性だけを対象とする『女性問題学習』でもない，男性を巻き込むべきとして，女
性のエンパワーメントのための学習支援や活動支援の要求を出しにくくなっている状況が進んでい
る」（金井 1999：2）と捉えているように，戦後からの女性の学習の蓄積が，所管部局の移管によって，
あるいは「男女」を対象とすることによって，奪い取られると認識されたことに起因されよう。2つ
目として，「あまりに強力に『トップダウン』の形で政策が展開されることに対する危惧」（矢口 
2005：11）に因るものがある。自治体や女性関連施設等の学習の現場では，基本法施行以降，徹底的
なジェンダーバッシングが展開され，5年余りの間に当時多用される傾向にあった「ジェンダーフ
リー」「ジェンダー」のことばが，公的な学習の場で使われなくなったことも，大きな混乱を招いた。
しかしながら，実際には女性の学習にかかわる事業は女性関連施設が首長部局の所管になった後も
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引き継がれ，加えて，女性関連施設は，女性の学習の拠点というだけでなく，男女共同参画の地域づ
くり，社会づくりの拠点という大きな役割を持つことによって，女性の学習拠点の機能が大きく変
更された。また，学習の対象を女性だけでなく男性も含むものとすることは，実際には女性だけの
学習を不要とするものではない。女性だけが学習するだけでは男女格差は是正されないという考え
のもと，性別役割分担意識の解消や社会構造の変革をめざした学習の機会を男性にも拡げるもので
あり，学習のテーマや内容によって，女性だけの学習の場，男性だけの学習の場，男女共通の学習そ
れぞれの機会を持つものである。
　「男女共同参画学習」への変換期の政策についてのこのような観点は，神田道子（2011）が適切に説
明している。神田は，基本法という法的根拠を持つことは，女性に限定された「女性の社会参加」の
ための政策課題から男性の役割変更を含めた「男女共同参画」への移行という画期をもたらしたと
し，1960年前後に始まった「女性の社会参加」と男女平等の動きは，限界と矛盾にぶつかり，社会的
基盤の変更が必要とされていたことを指摘している。そしてこの「男女共同参画社会」を築いてい
くためには特に女性の人材育成と力量形成に関する学習が必要であり，社会教育が担う役割は重要
かつ大きいとしている。
　また，内藤和美は「男女共同参画学習」を以下のように定義する。「男女共同参画拠点施設で提供
される学習は，女性のエンパワメントと男女共同参画社会形成のための学習―社会や身近な生活の
中にある性別による分け隔てや不利益の実態，それらを発生させる大もとにある社会構造，そうし
た社会と個人の主体形成の関係，それらを乗り越えた社会と個人の在り方等を認識し，歴史的構造
的に奪われてきた女性の主体性を力の回復をはじめとする学習者の個人として・市民としての力を
培っていく学習―である」（内藤 2005：117）。これに補足するならば，その培った力をもって自ら
が社会づくりを担っていく学習であろう。女性の学習が首長部局に移管され，神田のいう「社会的
基盤の変更」が必要とされていることからも，この学習は社会づくりまで視野に入れていくもので
ある。
　この時期の女性の学習および施設に関する変遷の特色としてもう一点ふれておくべきことは，指
定管理者制度の導入である。2003年の地方自治法一部改正にともない，多くの女性関連施設におい
ても民間の NPO 法人等が指定管理者として管理・運営を行うようになっている。指定管理者制度
の導入については，職員の処遇等の問題を孕む一方，女性関連施設では，地域で活動してきた女性
たちが NPO 法人や財団等をつくり指定管理者となっている場合も多く，これらの場合には，女性
たちが学習者であると同時に支援者ともなり，自分たちが問題と感じる地域課題をテーマとして設
定する学習を提供したり，次世代リーダーを育成するといった循環が生まれている。つまり，市民（女
性）が課題を掘り起し，公共機関において行政とともに学習を企画して人材を育成し，地域をつくる
一端を担うようになっている11。
　このように，公共施設を拠点とした女性の学習は，政策の転換による混乱と，教育行政の所管外
となったことが主因となり社会教育研究の範疇外となってきたといえよう。しかし実際には，多く
の女性関連施設において，女性たちは学び，つながりをつくり，活動を続けている。
年報01飯島氏1C_三[3-20].indd   9 2018/12/11   13:47:25
―　　―10
女性のエンパワーメントと学習をめぐる先行研究の検討
4．女性の学習を焦点とした社会教育研究の課題と可能性―「女性問題学習」研究の先へ
4-1　女性の学習研究の成果と新たなフェーズにおける課題
　以上では，女性のエンパワーメントの概念が提起された背景やこの概念にかかわる国内外の社会
的動向，および社会教育研究の文脈でのこの概念の位置づけられ方等について考察した。またこれ
らを踏まえ，「女性問題学習」研究を批判的に検討した。
　社会教育研究における女性の学習研究は，「婦人教育」，「婦人問題学習」，および「女性問題学習」
を主たる着眼の変遷として，社会教育施設を学びの場とする主婦を中心とした女性たちの主体形成
の実践を明らかにしてきた。「女性問題学習」の研究以降は，労働，貧困，震災・復興等，いくつかの
分野，テーマにおいて，学習や活動の実践を個々に検討したものは散見される12。しかしそれらは
分断されていて，多様な女性の学習と活動の実践を，ジェンダーの視点や女性のエンパワーメント
の視点を基軸とした女性の学習という研究の領域として，方法論や課題等を包括的に批評し合い議
論を深めるような分野，テーマ間の横断的な議論が不足している。このような議論が進まなかった
背景として，前節では，第1に，社会教育研究では，1980年代以降の女性の学習を狭義の「女性問題
学習」を前提として論議がなされてきたこと，第2に，1990年代以降に男女共同参画の政策が推進さ
れるようになっても女性の学習と活動は継続されているにもかかわらず，「女性問題学習」以降の
女性の学習をめぐる状況を，女性の学習の領域に共通する課題として深めなくなっていることを指
摘した。
　経済社会の大きな変化にともなって，女性の学習は新しい「男女共同参画学習」あるいは多様な女
性の学びがなされる新たなフェーズに移行している。個々の女性が置かれる状況や生き方が多様化
し，女性の活動実践も，例えば，地域づくりにかかわる環境，震災・復興，地域活性化等の分野や，
農業，漁業，起業（農山漁村型，都市型）の産業，労働等の分野，女性や子供の貧困の福祉，労働等の
分野，セクシュアリティや障害等のマイノリティの分野，あるいはこれらのテーマの複合等，多様
な分野に広がっている。しかしながら現状では，それら多様な分野での女性たちの活動が，地域経
済学や社会学等の領域での分析や，行政によるロールモデルの提供としての事例集といった成果に
留まっている。多様な分野の活動実践について，エンパワーメントに不可欠な学習のあり様をジェ
ンダーの視点で包括していくことが，今後の社会教育研究の貢献として求められているといえるだ
ろう。
4-2　女性のエンパワーメントと参加としての学習
　「女性問題学習」の研究では，不定型な状況において学習支援者と学習者が協働で学習活動を組織
化するノンフォーマルな学習の領域に議論が限られた。これに対し，近年の社会教育や成人教育の
研究では，学習者間の学習活動や実践活動のなかでの学習活動，企業等の諸組織を学習組織として
捉える教育的活動等，多様なインフォーマルな学習が注目されるようになっている13。前項におい
て女性の学習研究の課題とした活動実践の多様化，女性の多様性を重視しつつ，エンパワーメント
のプロセスを捉える上では，このようなインフォーマルな学習論の蓄積との関連や応用性を検討す
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ることは有効であろう。
　学習論は，1990年代後半以降にパラダイム転換が生じている（高橋 2015）。つまり，「標準的な学
習 パ ラ ダ イ ム 」（Standard Paradigm of Learning）で あ る「 獲 得 と し て の 学 習 」（Learning as 
Acquisition）から，「新興の学習パラダイム」（Emerging Paradigm of Learning）である「参加とし
ての学習」（Learning as Participation）への移行である（Sfard 1998；Hager 2004；Lee et al. 2004）
14。「参加としての学習」は，学習を実践コミュニティへの参加や個人の社会における関係性におい
て捉え，「知識」（Knowledge）よりも「知ること」（Knowing），また「所有すること」（having）よりも
絶え間なく「行動すること」（Doing）が重視される（Sfard 1988：6）。知識は，実践への参加を通し
て相互作用的で解釈的に「知ること」（Knowing）によって生み出されるものとされる（Billett 
2001）。
　この「参加としての学習」の学習論に大きな影響を与えているのは，1991年に提起されたレイブ
とウェンガー（1993）による状況的学習論（Situated Learning Theory）あるいは正統的周辺参加
（Legitimate Peripheral Participation），および状況的学習論で展開した実践コミュニティの概念を
ビジネスにおける組織に応用し，自発的でインフォーマルな関係性が組織を変革に導くことを示し
たウェンガーらのナレッジ・マネジメント研究（ウェンガーほか 2002），そして1990年代後半以降
のエンゲストローム（1999；2008）による「拡張的学習論」の展開である（Lee et al. 2004）15。また，「参
加としての学習」は，学習者と社会の相互作用や知識や経験の再構成を重視する点において，デュー
イ（2004）をルーツとし，経営教育の分野で Kolb（1984）が主張した経験学習論（Experiential 
Learning Theory）とも同じ立場を志向するものといってよいだろう16。近年では，日本でも，特に
企業経営等の分野において，職場での人材育成をめぐる議論がなされている（松尾2006；中原2010，
2012a，2012b，2013）。
　これらの学習論が女性の学習の実情を捉える際にも応用性があると考えられるのは，第1に，先
に見たような女性の学習と関連施策の大きなパラダイム転換が，この学習論のシフトの方向性と重
なることがある。女性の学習は，より多様に，より実践活動につながるものとして，またジェンダー
平等をめざす実践は，社会の課題解決につながるものとして捉えられるようになっている。第2に，
女性のエンパワーメントをめざす女性の学習は，本来は実践活動と強くむすびついており，関係性
のなかで力量形成がなされることにある。
　一方で，上述したレイブ・ウェンガー（1993）やエンゲストローム（1999, 2008）の学習論は，パワー
の問題やジェンダーの視点についての考慮がほとんどなされていない。状況的学習論における正統
的周辺参加の鍵は，古参者や実践コミュニティの他の成員，情報，資源，参加の機会等へのアクセス
とその透明性（transparency）であるが，彼らが認めるように，アクセスのコンフリクト，つまりパ
ワーの問題は議論されていない。ウェンガー他（2002）によるナレッジ・マネジメント論においても，
実践コミュニティのマイナス面として，組織の意思決定権限から締め出される周辺的な存在や派閥
の問題にわずかに触れるに留まっている。エンゲストロームによる活動理論もまた，拡張的学習の
モデルとなる活動システム内あるいは複数のシステム間のパワーの問題については議論がなされて
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いない。
　社会のなかの関係性を見る上で，パワーの問題は無視できない。この点は，女性の学習研究を通
して，ジェンダーの視点から議論を深めていく必要があるだろう。社会における多様な女性たちの
参加の過程をたどることは，フレイザー（2003）が問題提起する文化的多様性を評価する「承認」と
しての正義を求める学びを扱うことでもあり得る。また，宮本太郎（2013）のように，社会保障の政
策も含め，そこに帰属することで周囲から認められ，自己肯定的な感情をもつことができる場とし
て「承認」や「包摂」を捉えるならば，女性たちの学びと承認の場，すなわちコミュニティの形成との
関係性を見ることが，パワーやジェンダーの課題を明らかにすることにつながるであろう。
4-3　女性のエンパワーメントと参加としての学習における「感情」
　ジェンダーにかかわる社会的規範や性別役割分担意識が根強い日本社会においては，女性が活動
実践を始める際や継続していくための動機づけや自尊感情，精神的健康等にかかわる非認知的な力
量の維持や向上が，エンパワーメントの鍵になることが考えられる。家族や周囲とのジェンダーに
かかわる規範や意識／無意識の期待や声がけ等が，行動の動機づけ，またディスエンパワーメント
にも大きく影響し得る。これらの非認知的な変化は，活動実践を通した社会における関係性のなか
で築かれていくものである。ここでは，女性の「参加としての学習」に不可欠な要素と考えられる非
認知的な能力（感情）について触れておきたい。
　上述のような「参加としての学習」の議論では，「感情」については触れていない。しかしながら，
レイブ・ウェンガー（1993）は，徒弟制の状況的学習過程について，アルコホリックス・アノニマス
（AA）でのアルコール依存症者の事例を取り上げ，アイデンティティの変容，あるいは再構築，再解
釈を中心に説明していることは，「感情」にも関連が強く興味深い。学習はアイデンティティの形成
を含んでいるとするこの視点は注目すべきであろう。
　社会学の分野では，感情は社会関係から生起するという立場から，「感情の社会性」を着想とする
感情社会学が，1970年代に米国で成立している（岡原 1997）。Hockschild（1983）が感情管理（emotion 
management）を労働者に強制する「感情労働」を問題として明確化したように，特に女性はケアや
サービスを提供する感情労働者の役割を担ってきた。その一方で，感情には，岡原正幸（2013）が文
化資本の1つとして「感情資本」と呼ぶような，非認知的な能力としての側面がある。
　近年，認知的能力の向上に偏った教育を見直し，非認知的能力の重要性に注目する研究が散見さ
れるようになっている（Heckman 2006；OECD 2015a, 2015b；国立教育政策研究所2017）。OECD
（2015a, 2015b）は，非認知的能力の「Social and Emotional Skills（社会情動的スキル）」に着目し，個
人のウェル・ビーイングや経済社会の発展のためには，認知的スキルとの調和とれた育成が重要と
している。これらの OECD を中心とした社会情動的スキルに関しては，主に子どもを対象とした
学校教育のなかでの議論が多い。学校教育を前提としたスキル養成の議論は基本的には個体主義的
であり，結果として個々人に非認知的能力を身につけることを要求することにもなりかねない。本
田由紀は，「非認知的で非標準的な，感情操作能力とでも呼ぶべきもの（いわゆる『人間力』）が，個
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人の評価や地位配分の基準として重要化した社会状態」（本田 2008：53）を「ハイパー・メリトクラ
シー」として批判する。
　学校教育でのスキル養成とは異なり，「参加としての学習」における「感情資本」は，日常的な協働
の実践のなかで培われるものであり，より緩やかで豊かにコミュニティの構成員を変化させる可能
性がある。またこれらの感情，情動にかかわる議論を女性の活動実践を継続，発展させる要因とむ
すびつけて捉えることで，新たな示唆を提示できるのではないだろうか。
5．おわりに　まとめと今後の課題
　本稿では，女性のエンパワーメント概念の社会的動向を踏まえつつ，社会教育研究において女性
の学習がどのように取り上げられてきたかについて，批判的に検討した。社会教育研究における
1980年代後半以降の女性の学習研究は，狭い定義での「女性問題学習」を前提とし，学習実践の考察
と議論がなされてきた。しかしながら，国際的な動向等を踏まえると，女性のエンパワーメントに
資する学びはもっと多様な主体によるものであり，多様な分野の草の根の実践活動と結びつくもの
である。様々な分野における多様な女性の活動のプロセスを学びと捉えることで，社会教育研究が
女性のエンパワーメントや持続可能な地域づくりに果たせる役割は広がるはずである。
　女性の学習を焦点とした社会教育研究のこのような課題に対し，前節では，近年の学習論の転換
を参照して「参加としての学習」の論点に触れ，また学習の重要な要素であり得る「感情（非認知的
能力）」について，女性の学習研究への応用可能性を探った。参加や経験の学習論や社会的情動の現
在の議論は，パワーやジェンダーの視点が弱いことから，これらの学習論を応用する一方，パワー
やジェンダーの視点の重要性を指摘していくことも重要であろう。人や社会との関係性のなかで女
性がエンパワーメントしていくプロセスを，多様な分野における活動において捉えて知見を蓄積し，
ジェンダーの視点での理論的枠組を検討することも，あわせて今後の課題としたい。
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【注】
1  例えば，以下 URL 参照
  国際連合広報センター「ジェンダー平等と女性のエンパワーメント」
  http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/social_development/gender_empowerment/
  外務省「ODA（政府開発援助）：ミレニアム開発目標（MDGs）」
  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html 
  外務省「SDGs（持続可能な開発目標）持続可能な開発のための2030アジェンダ」
  http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/about/doukou/page23_000779.html
2  UN Women（United Nations Entity for Gender Equality and the Empowerment of Women，ジェンダー平等と
女性のエンパワーメントのための国連機関）は，国連改革の課題の一環として，より大きな効果をもたらすために，
ジェンダー関連の4機関（ジェンダー問題事務総長特別顧問室（OSAGI），女性の地位向上部（DAW），国連婦人開発
基金（UNIFEM），国際婦人調査訓練研修所（INSTRAW））の財源と権限を統合し，2011年に発足した。
3  WEPs の7原則とは，①トップのリーダーシップによるジェンダー平等の促進，②機会の均等，インクルージョン，
差別の撤廃，③健康，安全，暴力の撤廃，④教育と研修，⑤事業開発，サプライチェーン，マーケティング活動，⑥地
域におけるリーダーシップと参画，⑦透明性，成果の測定，報告である。内閣府男女共同参画局ホームページ「女性
のエンパワーメント原則（WEPs）」
  http://www.gender.go.jp/international/int_un_kaigi/int_weps/index.html
  UN Women「WOMEN’S EMPOWERMENT PRINCIPLES」http://www.weprinciples.org/Site/ 参照
4  UNESCO Institute for Lifelong Learning
  http://uil.unesco.org/adult-education/confintea/5th-international-conference-adult-education-hamburg-germany-
1997-final 参照
5  内閣府男女共同参画局「第4回世界女性会議行動綱領」
  http://www.gender.go.jp/international/int_standard/int_4th_kodo/index.html 参照
6  UN WOMEN 日本事務所「女性と持続可能な開発目標（SDGs）
  http://japan.unwomen.org/ja/news-and-events/in-focus/sdgs 参照
7  内閣府男女共同参画局「女性のエンパワーメント原則（WEPs）」
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  http://www.gender.go.jp/international/int_un_kaigi/int_weps/index.html 参照
8  内閣府男女共同参画局「第4回世界女性会議における首席代表演説」
  http://www.gender.go.jp/international/int_kaigi/int_women_kaigi/nosaka.html
9  また池田和嘉子は，執筆当時の成人女性を対象とした学習の展開について，「『エンパワーメントをめざす』こと
を目標に掲げている学習においては，依然として教師主導型の学習，つまり女性学の知識の一方的な提供や意識の
啓発型学習が多い」（池田 2004：116）ことを指摘し，「学習者が自らのジェンダー意識に気づき，問い直しをする」
（p.121）意識変容の学習が必要だと述べている。
10 1971年12月から1972年3月までに行われた国立市公民館の市民大学セミナー「私にとっての婦人問題」の参加者
と職員による記録については，国立市公民館市民大学セミナー（1973）参照
11 例として，国立女性教育会館編（2014，2017）の事例参照
12 『ジェンダーと社会教育』の年報（日本社会教育学会編2001）においても，「新しい視点・グローバルな視点に立っ
た学習・運動の展開」として，労働，地域ネットワーク，セクシュアリティ，障害，国際的組織のテーマを取り上げて
いる。
13 ノンフォーマル教育，インフォーマル教育の分類および概念については，社会教育・生涯学習辞典編集委員会編
（2012）参照
14 Sfard （1998）は，前者を「獲得メタファー」（Acquisition Metaphor），後者を「参加メタファー」（Participation 
Metaphor）として整理し，メタファー論を展開している。
15 Lave と Wenger による「状況的学習論」（Situated Learning Theory）については，レイブ・ウェンガー（1993），
田中（2004），また Engestrom「拡張的学習論」については山住（2004）参照
16 ただし，Lee ら（Lee et al. 2004）は，1983年に提起された Schon による「省察的実践家」の概念について，個的な「獲
得としての学習」に焦点があてられていると分類している。経営分野の経験学習モデル論では，Kolbも「内省的観察」
を循環型サイクルの一環としているため，経験学習論の概念が，「参加としての学習」の概念と必ずしも一致してい
るわけではない。
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女性のエンパワーメントと学習をめぐる先行研究の検討
 This paper examines the historical, social, and political backgrounds of the concept of women’
s empowerment and the arguments of the concept in women’s lifelong learning studies. It also 
considers preceding studies critically, concerning women’s empowerment and learning in the 
context of social education studies.
 Taking its historical and political processes into consideration, the concept of women’s 
empowerment implies not only the individual’s establishment of subjectivity but also participation, 
networking and decision-making in society.
 While women’s empowerment is becoming significant agenda in various fields, and the roles 
of education and learning are emphasized, social education studies are lacking in discussions for 
comprehensively grasping current diversity of women’s learning practices. It is because that 
since the 1980s, social education studies had defined and focused on women’s lifelong learning in 
the narrow sense, and also because many researchers were confused by the paradigm shift of 
gender equality policy after 1990s.
 At the end of discussion, this paper explores how the learning theory of “learning as 
participation” and the concept of “emotion （non-cognitive ability）” can be applied to the studies 
of women’s learning.
Keywords： women’s empowerment, women’s lifelong learning, informal learning, learning as 
participation
Discussion on the Preceding Studies concerning Women’s 
Empowerment and Learning
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